
平成25年度新規事業予算編成状況

一般財源 国県支出金 地方債 その他

1 政策秘書室 スマートＩＣ利便性向上促進事業

三芳スマートＩＣは、下り線に入口、上り線に出口という
ハーフ運用により設置されている。その利便性向上による成
果を期待し、両方向の出入口が設置されたフルインター化、
車種制限を１２ｍ以下の車まで拡大する整備について、
2020年までの実現を目標に検討が進んでいる。必要な基礎
資料を作成するため、調査業務を委託し、地域住民へ情報提
供に努める。

【調査業務委託内容】
スマートＩＣ採算性・費用便益分析
関係機関（国・県・NEXCO・県警）調整協議
スマートＩＣレイアウト図作成
交通量調査
交通現況分析
将来交通量推計分析
スマートＩＣ整備、周辺道路整備事業費積算
【世論調査】
詳細データを提示した中で世論調査を実施する。

三芳スマートＩＣは１日4,000台の利用台数を超え、三芳町
の立地環境や利便性の高さがうかがえる。フル化・車種拡大
における効果としては、利便性向上に加え、産業活性化や災
害・救急対策、観光施策への展開など、様々な分野における
交通重要拠点として期待される。平成25年度に実施する調
査業務委託により、交通量関連調査から交通ルートの想定を
行い、必要な安全対策を見極めることができる。また、専門
的見地から関係機関との協議を経て、レイアウト図が作成さ
れることで、事業全体の概算費用の積算が可能となる。世論
調査等をはじめとして、広く地域に詳細な事業内容や周辺地
域の将来ビジョンを提示し、住民意向を把握したうえで、フ
ル化等整備における方向性が明確化され、地域基盤整備や関
連する政策立案など、整備方針に沿ったまちづくりへ進みだ
すことが想定される。

10,764 13,299 13,299

2 自治安心課 災害時情報伝達設備整備事業

①地震等の大規模災害や武力攻撃事態等の緊急連絡に備え、
防災無線等を設置しているが、パンザマスト（防災無線）の
設置場所や設置数不足による、難聴地域が発生している。パ
ンザマストの増設や移設、電話で放送内容を確認できる音声
自動応答サービスの導入により難聴状態を改善する必要があ
る。
②衛星携帯電話等を導入することにより避難場所や行政区か
らの災害情報収集を確実にする必要がある。

【事業内容】
・パンザマスト（防災無線）の移設及び増設
・音声自動応答サービスの導入
・衛星携帯電話を計画的に購入

パンザマスト（防災無線）の放送障害を改善することにより
住民等への確実な情報提供が可能になる。
音声自動応答サービスの導入により、パンザマストによる放
送の聞き返しが可能となる。
また、衛星携帯電話の導入により災害時の情報収集が確保さ
れ災害対策が迅速かつ確実に行うことができる。

5,588 2,768 2,768

3 自治安心課 防災倉庫整備事業

地震等の大規模災害や武力攻撃事態等の緊急連絡に備え、指
定避難所等に防災設備（防災倉庫等）を設置しているが、老
朽化や避難場所の規模に対し要領を満たしていない施設もあ
るため、建て替えや増設について計画的に整備する必要があ
る。また、避難所生活を少しでも快適にするために、避難所
用品を計画的に整備する必要がある。

【事業内容】
・老朽化や容量不足の防災倉庫の建て替え及び増設。
・避難所用品（パーティション、非常用トイレ、床マット
等）の新規購入

老朽化した防災倉庫の建て替えや容量不足の防災倉庫の増設
により避難所用品及び備蓄食糧の備蓄スペースの確保、保存
状態の改善を図る。
また、避難所用品を整備することにより災害時の避難所生活
の充実に備えることができる。

3,831 3,258 3,258

4 自治安心課 町内巡回防犯パトロール委託事業

県委託の防犯パトロール事業が平成23年度終了したことか
ら、地域防犯を補完するため防犯パトロールを町委託で民間
に委託することにより、犯罪抑制の強化を図る必要がある。

【事業内容】
・業者委託によるパトロール（2人体制・週２回）

委託業者による深夜早朝の地域防犯パトロールを実施するこ
とにより、各行政区での地域防犯が行き届かない部分が補強
され、犯罪の起こしにくい町というイメージ化が図れる。

546 0

5 教育総務課 小・中学校エアコン設置事業

近年の気象の変化により学校における夏の暑さ対策が喫緊の
課題となっている。現況では扇風機で対応しているが、学校
環境の改善に向けて普通教室等にエアコンの設置を進める。

平成25年度　工事設計業務委託

学校環境の改善を図るべくエアコンを普通教室等に設置する
ことにより、学びやすい環境が整備される。

12,000 4,500 4,500

6 上下水道課 水道事業所移転事業
現在、庁舎内に配置されている水道事業担当部門を水道施設
内にある事務所へ移転することで、水道事業の効率化を図
る。

庁舎と水道施設の行き来がなくなり、業務の効率化が図られ
る。
また、多くの公共施設が老朽化が進み、施設の長寿命化が求
められる中で、公共施設の有効活用が図られる。

50,000 58,000 58,000

事 業 名課　　名番号
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事業費（単位：千円）

【財源内訳】
H25年度予算要求額

（単位：千円）
事業に期待する成果事業の活動内容


